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近年，ETC 搭載車両専用のスマートインターチェンジ（以下，SIC）が増加しているが，整備に伴う検

討項目は交通に着目したものが多く，都市側の視点や客観的な判断基準の不足が課題である．そこで本研

究では，今後の SIC 整備計画策定の一助となる知見を得ることを目的に，これまで項目別，SIC 別に論じ

られてきた SIC 整備の効果や影響，周辺地域の特徴を，横断的かつ定量的な指標により明らかにする．具

体的には SIC10 分到達圏を対象として，主成分分析及びクラスター分析を用いて SIC の特徴や整備の効

果・影響により SIC を類型化し，SIC 間で指標の比較や経年変化・現状の把握を行った．分析の結果 SIC
は 8 類型に分けることができ，SIC 周辺地域の多様な現状が明らかになった．また類型別の考察から，今

後の SIC 整備における方策を示した． 
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1. はじめに 

 

通行可能な車両を ETC 搭載車両に限定したインター

チェンジ（以下，IC）であるスマートインターチェンジ

（以下，SIC）は， 2004 年に開始された社会実験を経て，

2006 年に本格導入された．平均 IC 間隔が比較的長い日

本の高速道路において，SICは主に IC間隔を短縮する追

加 ICとして整備が進められており，2021年 12月 4日現

在では 145 か所が開通済，52 か所で事業中，7 か所で準

備段階調査が行われている 1)． 

追加ICとして整備されるSICは，それまで高速道路が

通過していた地域に新たに高速道路へのアクセスポイン

トを生み出すため，周辺に様々な効果や影響をもたらし，

各地のSICについてその整備効果が公表されている 2)3)．

一方で，SIC の整備は新たな交通渋滞の発生や周辺の乱

開発など，悪影響をもたらすことも考えられる．また，

SIC の整備に際して都市計画の変更が行われた例もあり，

効果や影響を十分に考慮した SIC事業の実施が重要であ

る． 

しかしながら，計画段階における検討，調整項目にお

いて，定量的に整備効果を扱っているものは利用交通量

や周辺の交通環境など，交通に関する項目が中心となっ

ており，都市計画的視点から見た周辺の地域に与える効

果に関しては定性的な扱いとなっている．また，供用開

始後の事業評価においても，利用交通量は定量的に示さ

れている一方で，公表されているその他の整備効果は

SIC ごとに項目が異なるうえ，単に事業所の新規立地件

数を示したものや，商業施設が開業したことを例示する

にとどまる場合が多い．このように，SIC の整備事業で

は，計画段階，事業評価段階のいずれにおいても検討・

評価項目は交通に着目したものが多く，都市側の視点や

客観的な判断基準の不足など，実施要綱が定める内容が

不十分であること，整備基準が十分に明確でないことが

指摘されている 4)．そのため，都市計画的視点から SIC

の整備が周辺の地域に与える効果や影響を客観的に捉え

ることが必要であると考える．定量的に整備効果や影響

を把握し，SIC 間での比較や分析を行うことで，今後の

SIC 整備事業における整備効果や影響を適切に反映した

計画の策定や，より明確な基準に基づく事業の実施によ

る，効果的で透明性の高い SIC事業への貢献が期待でき

る． 
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2. 研究の位置付け 

 

(1) 既存研究 

SIC の効果や有効性に関する研究として，酒井ら 9)は，

SIC の改良及び周辺地域の開発等により利用交通量が大

きく変動することを確認し影響を与える因子を示してい

る．また，宮川 9)は，時間圏域を用いた IC間隔の評価を

行い，SIC の導入効果は，IC 間隔が長く一般道路の走行

速度が低い地域で大きいと論じている．高橋ら 10)は，高

速道路の利用向上にはアクセス・イグレス距離の短縮が

有効であることを示し，効果的な施策の一つに「ETCを

利用した簡易型の IC の増設」を挙げている．帆足ら 11)

は追加 IC 整備制度の特性を明らかにし，特に地方部に

おける追加 ICの整備について，低廉化された追加 ICで

ある SICが大きく貢献していることを示している．さら

に，森下ら 12)は，SIC の設置箇所や構造と利用交通量に

ついて分析を行ったうえで，通常 IC を補完する目的を

超え，主幹的なICとして重要な役割を果たすSICの存在

や，周辺の都市計画と一体となった整備の重要性を示唆

している．塚田 13)は，SIC 整備による緊急医療輸送への

貢献や，利用交通量と地域開発効果の関係について分析

を行っている．また，SIC 設置箇所の検討時に地域計画

との整合を図ることや，設置基準の検討が必要であると

指摘している． 

このように，SIC の有効性やその効果について論じた

研究は多く見られるが，これらは主に利用交通や IC 間

隔に着目したものである．また，周辺の整備効果につい

ても扱われているが，利用交通に主眼を置いたものや，

各 SICについて個別に評価をしたものにとどまるものが

多い．さらに，SIC 整備事業の実施過程や整備基準に関

して，考慮すべき点や今後の課題となる項目が指摘され，

より詳細な研究の必要性が示唆されているものの，その

ような研究は見られない． 

また，高速道路や IC，SICの整備が周辺地域に与える

効果や影響に関する研究も行われている．高取 14)は，地

域メッシュ単位での人口の社会増と，高速道路の長さに

関連があることを明らかにしている．小池ら 15)は，中国

地方の過去の高速道路整備が人口や産業活動に与えた影

響を，固定効果モデルによるパネルデータ分析を行って

いる．織田澤ら 16)は，1996 年から 2014 年の間に供用が

開始された高速道路の IC が周辺地域の雇用や事業所の

立地に及ぼす因果効果を差分の差法を用いて推定してい

る．森ら 17)は，市町村単位での高速道路整備による人口

や地域経済への因果関係を明らかにしている．  

しかしながら，これらは追加 ICとして整備されるSIC

に着目したものではない．また，対象が一部の地域に限

られていたり，市町村単位や高速道路の路線単位など，

大きな単位で地域一帯について論じていたりするため，

全国的かつ詳細な地域ごとにインフラ整備の効果や影響

を分析した研究は不足していると考えられる． 

SIC の利用交通以外に着目した研究としては，山本 17)

が SIC の整備が周辺地価に与える影響について，SIC か

らの距離や土地の用途地域，供用後経過年数に着目した

実証分析を行っている．また，阿部ら 19)は，SIC の立地

自治体を対象に，設置効果についてアンケート調査を実

施し，因子分析を用いて類型化を行っている．一方で，

これらの研究は対象項目が限られているものや，アンケ

ートによって収集された，主観的な影響を排除しきれな

いデータに基づいて行われているものである． 

以上のことから本研究では，都市計画的視点から，

SIC 周辺地域に現れた整備効果や影響を横断的かつ定量

的な指標を用いて明らかにし，SIC 間での比較や現状の

把握を行う．これにより，今後の SIC整備事業における

計画の策定や，整備基準策定の一助となる知見を得るこ

とを目的とする． 

 

(2) 本研究の特徴 

 本研究の特徴を以下に示す． 

1) これまでこれまで項目別， SIC別に論じられてきた

SIC 整備の効果や影響，周辺の特徴について，横断

的かつ定量的な指標で明らかにした点に新規性を

有する． 

2) SIC 整備に関する判断基準や事業の評価基準が不明

確，不十分とされる中で，定量的な指標を用いて

SIC 間での比較を可能にし，現状の課題と今後の整

備における方策を示した点に有用性がある． 

3) SIC10 分到達圏を用いて，SIC へのアクセス性を考

慮した分析対象範囲の設定を行っている点，およ

びこれまで交通に着目した検討・評価項目が多か

ったSIC整備に対して，都市側の視点により分析を

行った点に独自性を有する． 

 

 

3. 分析の概要 

 

(1) 分析対象とするSIC周辺地域の定義 

本研究では，SIC のへのアクセス性を考慮した対象地

域を設定するため，到達時間圏域を用いて周辺地域の定

義を定める．設定にあたっては既存 SICの整備効果事例

集 3)や実施計画書 20)を参考にし，分析対象地域を「SIC10

分到達圏」とした．ここで SIC10 分到達圏とは，SIC の

いずれかの出入り口から自動車で一般道を走行し，10

分以内に到達可能な範囲とする．また，到達圏は

ArcGIS Pro のネットワーク解析機能である到達圏分析を

用いて作成した． 
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(2) 使用データの概要 

本研究では，SIC 整備による効果や影響を 3(1)で設定

した SIC10 分到達圏単位で分析する．そのため，変数の

設定にあたっては，行政区域よりも細かな集計単位であ

ることや，経年変化を把握するために時系列データが整

備されていることが好ましい．また，今後の SIC整備時

や整備基準の検討，整備効果の評価を行う際の参考に用

いやすいよう，使用するデータは公開データであること

が望ましいと考えられる．これらを踏まえ，既存研究や

整備効果事例を参考に，SIC 周辺地域の変化を表す指標，

SIC整備地点の特徴を表す指標，SIC利用時の制限の3つ

の視点から変数の設定を行う． 

周辺地域の変化を表す指標としては，高速道路や IC

の整備効果を分析した既存研究 15)16)17)17)において用いられ

ている，人口，従業者数，地価を設定した．人口につい

ては，国勢調査の町丁目データを使用し，既存研究 16)を

参考に，町丁目全体が SIC10 分到達圏内に含まれる場合

には町丁目の人口をそのまま合算し，町丁目の一部が

SIC10 分到達圏に含まれる場合は，共通部分の面積比に

応じて人口を按分（面積按分）したうえで合算する．従

業者数は，事業所・企業統計調査及び経済センサス活動

調査の 4 次メッシュ（500m×500m）データを使用し，人

口と同様に面積按分を行い集計した．地価については公

示地価と都道府県地価調査を用いて，各 SIC10 分到達圏

における地価点の平均地価を変数とした．国勢調査のデ

ータは政府統計の総合窓口(e-Stat)21)より，事業所・企業

統計調査，経済センサス活動調査，公示地価及び都道府

県地価調査地価のデータは国土数値情報ダウンロードサ

ービス 22)より取得した． 

SIC 整備地点の特徴を表す指標については，周辺地域

における土地利用の傾向や鉄道の発達状況を反映させる

ため，用途地域と鉄道駅乗降客数を設定した．さらに，

既存研究 16)にならい，最寄り交通インフラ施設との距離

を設定した．用途地域は，SIC10 分到達圏における用途

地域の設定面積率を変数として用いる．その際は，用途

地域全体の面積率の他，住居系，商業系，工業系の別に

も集計する．また，最寄り交通インフラ施設との距離で

は，各 SICと空港，港湾，鉄道駅との距離を変数とする．

用途地域，鉄道駅乗降客数，空港，港湾，鉄道駅のデー

タは国土数値情報ダウンロードサービス 22)より取得した． 

また，既存研究 12)を参考に，SIC 利用時の制約が周辺

の発展に影響を与える可能性を考慮し，利用可能時間と

利用可能車種，利用可能方向を変数に加えた．利用可能

時間と利用可能車種についてはダミー変数を用いて，24

時間営業か否か，全車種の利用が可能か否かを表す．  

  

(3) 基準年次と対象SIC 

本研究では，SIC 整備前後の経年変化を把握するため，

2010 年までに供用開始された 52 か所の SIC を分析対象

とする．経年変化については，国勢調査の最新（2021年

12 月現在）の町丁目データが公開されている 2015 年を

基準年次とし，2000 年からの 15 年間における周辺地域

の経年変化を把握する．ここで 2000 年としたのは，社

会インフラの整備にあたっては，運用開始以前より周辺

地域の資産価値上昇が生じる場合がある 23)ことから，本

格導入の 2006 年以前を分析対象期間に含めるためであ

る．また，一部SICで社会実験が開始された2004年以前

の直近の国勢調査実施年であることから，2000 年を SIC

整備前の基準年に設定した．これより，人口及び地価に

ついては，2000 年から 2015 年の経年変化を把握する．

また，従業者数は，基準年に最も近い 2001 年実施の事

業所・企業統計調査と，2016年実施の経済センサス活動

調査より経年変化を把握する．用途地域は得られるデー

タの中で基準年に最も近い 2019 年を，駅別乗降客数に

ついても十分なデータが入手可能であった 2019 年のデ

ータを用いる．また，SIC の利用制限については，2021

年 12 月現在の情報を基準とする．なお，地価の集計に

あたっては，この対象期間内の全ての年で設定されてい

た地価点を対象とする．これより，SIC10 分到達圏内に

集計対象の地価点が存在しない 3か所の SICを除外した，

図 1 に示す 49 か所の SIC を最終的な分析対象 SIC とす

る．  

 

 

4. SIC周辺地域の現状分析 
 

(1)  SIC周辺地域の現状把握に向けた主成分分析結果 

本章では，SIC整備の効果や影響を把握するため，各 

指標を用いて SICの特徴や整備の効果・影響により対

図 1 分析対象SIC 
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象 SIC の類型化を行う．はじめに，主成分分析を行い

SIC や SIC 周辺に関する複数の変数を集約する．その際，

人口，従業者数，地価の周辺地域の変化を表す指標は，

増減比，増減数（増減額）の変化だけでなく，人口規模

や地価の価格帯など，量の大きさも整備効果や影響に関

係すると考え，2015（2016）年時点の数や額も変数とし

た．さらに，変数により数値のオーダーには差異がある

ため，各指標を標準化して分析を行う．分析結果より，

固有値が 1以上である主成分軸を表 1に示す．また，各

主成分軸の名称を次の通り設定する． 

① 周辺人口周辺人口及び従業者数が比較的大きく，

人口増減数，増減比も比較的大きいことから，

「人口増加，定住・就業者人口多数軸」とする． 

② 用途地域設定面積率が大きいことから，「用途地

域設定軸」とする． 

③ 平均地価，到達圏内鉄道駅乗降客数が比較的大き

く，利用可能方向数が比較的小さいため，「高地

価・鉄道駅乗降客数多数・利用可能方向制限軸」

とする． 

④ 利用可能時間制限ダミー，利用可能車種制限ダミ

ーが比較的大きいため，「利用制限軸」とする． 

⑤ 従業者数増減比が比較的大きいため，「従業者数

増加軸」とする． 

⑥ 地価増減比が比較的大きく，SIC10 分到達圏内の平

均地価は全SICで下落していたため，「地価下落抑

制軸」とする． 

⑦ 最寄り鉄道駅との距離が比較的小さいため，「鉄

道近接軸」とする． 

 

 

(2) クラスター分析を用いたSICの特徴や整備の効果・

影響によるSICの類型化 

 次に，主成分分析結果より得た主成分得点を用いてク

ラスター分析を行った．クラスター分析によって対象

SIC をその特徴や整備の効果・影響により類型化した結

果は表 3の通りとなり，類型別の SICを表 2に示す．ま

た，各類型の名称を，次の通り設定する． 

A) 「①人口増加，定住・従業者人口多数軸」，「②

用途地域設定軸」，「⑤従業者数増加軸」，「⑥

地価下落幅抑制軸」が正に大きいため「A.周辺高

次発展型」とする． 

B) 「②用途地域設定軸」が正に大きく，「⑦鉄道接

近軸」が負に大きいため，「B.用途地域設定鉄道

近接型」とする． 

C) 「①人口増加，定住・従業者人口多数軸」，「⑤

従業者数増加軸」が「A.周辺高次発展型」に次い

で大きく，「②高地価・鉄道駅乗降客数・利用可

能方向制限軸」が正に大きい．このため「C.周辺

発展型」とする． 

D) 「④利用制限軸」が正に大きいため，「D.利用制

限型」とする． 

E) 「⑤従業者数増加軸」が正に最も大きいため，「E.

従業者数大幅増加型」とする． 

F) 「⑥地価下落幅抑制軸」が正に大きいため，「F.

地価下落抑制型」とする． 

G) 「①人口増加，定住・就業者人口多数軸」，「⑤

従業者数増加軸」が負に大きいため，「G.人口・

従業者数減少型」とする． 

H) 「⑥地価下落幅抑制軸」が負に大きいため，「H.

平均地価大幅下落型」とする． 

説明変数 主成分軸 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

周辺人口(2015年) 0.794 0.42 0.251 0.046 -0.003 -0.022 0.01

増減数(2000年→2015年) 0.887 0.249 0.18 0.055 0.129 0.166 -0.073

増減比(2000年→2015年) 0.702 0.206 0.032 -0.071 0.399 -0.11 -0.215

従業者数(2016年) 0.743 0.339 0.405 0.041 0.081 -0.053 0.124

増減数(2001年→2016年) 0.502 -0.034 0.373 0.016 0.58 0.185 0.216

増減比(2001年→2016年) 0.185 0.065 0.014 -0.047 0.873 -0.019 0.028

平均地価(2015年) 0.396 0.255 0.67 0.123 -0.014 -0.042 -0.108

増減額(2000年→2015年) -0.244 -0.351 -0.598 -0.125 0.016 0.508 0.072

増減比(2000年→2015年) 0.096 -0.029 0.019 -0.025 0.041 0.91 -0.13

用途地域全体 0.377 0.885 0.099 0.012 0.102 0.016 0.078

住居系 0.413 0.817 0.109 0.019 0.118 0.065 0.042

商業系 0.1 0.839 0.362 -0.087 -0.036 -0.086 -0.125

工業系 0.13 0.664 -0.104 0.016 0.037 -0.145 0.258

0.184 0.1 0.819 -0.057 0.26 0.082 0.205

空港 -0.034 -0.111 -0.096 -0.491 -0.373 0.399 0.186

港湾 0.275 -0.316 -0.044 -0.5 -0.404 -0.218 0.358

鉄道駅 0.093 -0.182 0 0.052 -0.04 0.079 -0.893

-0.14 -0.129 0.189 0.751 0.017 -0.078 -0.021

0.257 0.047 -0.04 0.866 -0.143 0.028 0.069

-0.1 0.082 -0.673 -0.474 0.077 0.023 0.199

3.531 3.368 2.543 2.09 1.708 1.426 1.287

17.655 16.838 12.716 10.451 8.541 7.13 6.434

17.655 34.493 47.21 57.661 66.202 73.332 79.766

寄与率

累積寄与率

人口

従業者数

平均地価

用途地域設定面積率

最寄り施設との距離

到達圏内鉄道駅乗降客数

利用可能時間制限ダミー

利用可能車種制限ダミー

利用可能方向数

固有値

表 1 SIC周辺地域の現状把握に向けた主成分分析結果 

主成分軸名

① 人口増加，

定住・従業者人口多数軸

② 用途地域設定軸

③ 高地価・鉄道駅乗降客数多数

・利用可能方向制限軸

④ 利用制限軸

⑤ 従業者数増加軸

⑥ 地価下落幅抑制軸

⑦ 鉄道近接軸
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(3) 類型別に見たSICと周辺地域の関係性 

 SIC における類型ごとの特徴や課題を明確にするため，

表 1で用いた変数の偏差値を算出した．表 4は類型別に

各変数の平均偏差値を示したものである．この結果を踏

まえた各類型における SIC周辺地域の現状と，考えられ

る今後の課題や方針は以下の通りである． 

 類型Aは，人口，人口増減数，人口増減比，用途地域

設定面積率（全体，住居系，工業系）の偏差値が全類型

中で最も高い．人口，従業者数はいずれも増加傾向が比

較的強く，増減比が共に 10％を超えた唯一の類型であ

る．また，最寄り交通インフラ施設との距離はいずれも

比較的近く，駅別乗降客数は比較的多い．地価増減比の

偏差値も比較的高い．これより，類型AのSIC周辺は市

街化が比較的進んでおり，SIC 整備後の発展度合いが高

い類型であるといえる．以上から，類型Aは SIC整備に

より周辺地域に現れる効果も大きい類型であることが示

唆される．また，今後の計画においても，類型Aのよう

な特徴を持つ地点については，SIC 整備の効果が比較的

大きくなることが予想される． 

 類型Bは，人口，従業者数が比較的多いこと，用途地

域の設定面積率が比較的高いことが特徴である．特に商

業系の用途地域設定率は最も高く，工業系は類型Aに次

いで 2番目に高い類型である．しかしながら，人口につ

いては増加傾向が見られるものの，従業者数は減少傾向

となっている．また，平均地価は比較的高いが，増減率

は平均的である．これらより，比較的市街化が進み，人

口は増加傾向にある一方で，産業は衰退傾向である可能

性が示唆された．要因の一つとしては，鉄道駅が比較的

遠いため自動車により依存した交通環境であることや，

産業利用には一定の制約がかかる一方で，個人利用の場

合は SIC整備の恩恵が比較的大きくなっていると推察さ

れる．そのため，SIC の整備効果は一定程度見られるも

のの，無秩序な土地利用の進行を防ぐため，周辺地域に

おける今後の施策については検討の余地があると考えら

れる．具体的には，既存 SIC においては，SIC の改修に

より利用制限を緩和し産業利用の促進を図ることや，反

対に，土地利用規制の見直しを行い周辺を住居系中心の

地域として整備していくなど，開発圧力に対応もしくは

抑制するよう都市計画の見直しが想定される．また，今

後の計画においては，このような特徴を持つ SIC整備の

場合，場当たり的な都市計画とならないよう留意が必要

である．そのため，より一層周辺地域の都市計画と一体

となった，慎重な整備計画の策定が必要であると考えら

れる． 

 類型Cは人口，従業者数が多いうえに増加しており，

人口増減比，従業者数増減比，地価増減比はいずれも全

累計の中で 2番目に高い偏差値である．また，平均地価，

到達圏内鉄道駅乗降客数が最も高い類型でもある．加え

て，利用可能方向数の偏差値が低いことから，比較的コ

ンパクトな SICとして整備されていることがわかる．そ

のため，需要に応じつつも建設・管理コストは抑えた，

費用対効果に優れた SICである可能性が示唆される．以

上より，類型 A と同様に，類型 C のような特徴を持つ

SIC についても，比較的整備の効果が現れやすいと考え

られる． 

 類型Dは，利用時間制限ダミー，利用車種制限ダミー

が共に最も高く，利用可能方向数が比較的低い．これよ

り，最も利用制限の強い類型であり，建設・管理コスト

は比較的抑えられていると考えられる．また空港との距

離が比較的近いため，高速道路利用には一定程度の需要

があると推察される．一方で，人口，従業者数，地価，

用途地域設定面積率はいずれも偏差値が比較的低く，人

口，従業者数はやや減少傾向である．人口，従業者数，

地価の増減比について偏差値が全て 50 未満なのは類型

D が唯一であり，周辺地域は衰退傾向であることが示唆

される．しかしながら，SIC の役割としては，緊急医療

への貢献やリダンダンシー性向上といった防災面の効果

など，周辺の発展のみでは計りきれない側面もある．そ

のため，これのみで SIC整備の意義が低いとは言い切れ

ない点に留意が必要である．特に，類型Dは，利用制限

ダミーの値が高く利用可能方向数が比較的低いことから，

従来の IC では費用対効果の面から設置が難しい箇所で

あったが，低廉化されたSICにより追加 ICの整備が可能

表 3 SICの特徴や整備の効果・影響による類型化結果 

表 2 類型別SIC名 

主成分軸名

① 人口増加，定住・従業者人口多数軸 ④ 利用制限軸

② 用途地域設定軸 ⑤ 従業者数増加軸

③ 高地価・鉄道駅乗降客数多数 ⑥ 地価下落幅抑制軸

・利用可能方向制限軸 ⑦ 鉄道近接軸
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となった例と捉えることもできる．これより，発展度合

いが比較的低く道路網が弱い地域における，SIC 導入可

能性の検討に参考となる類型であると考えられる． 

 類型Eは，人口及び従業者数が比較的少なく，用途地

域設定面積率や地価も比較的低い．そのため，周辺の市

街化は比較的進んでいない地域であることが推察される．

しかしながら，従業者数増減比が最も大きい類型で，人

口も増加傾向にあり，SIC の整備効果は大きいと考えら

れる．また，工業系の用途地域設定面積率の偏差値が他

の用途と比べてやや高い事や，空港や港湾に比較的近く，

利用制限がかかっていないことも踏まえると，とりわけ

産業の発展に大きな貢献をしている SICであることが示

唆される．人口，従業者数がいずれも増加傾向を示す類

型は，類型A，類型Cとこの類型Eを合わせて 3類型あ

るが，周辺の市街化がそれほど進んでいない傾向にあり

ながらも，SIC 整備後に大きく従業者数が増加している

点に特徴がある．そのため，産業創出型の SICとして，

今後のSIC整備の参考となり得る類型と考えられる． 

 類型 Fは人口及び従業者数は比較的少なく，人口は増

加しているものの従業者数は減少傾向にある．また，用

途地域設定面積率が全項目で最も低く，地価増減比は最

も高いことが最大の特徴であるといえる．また，鉄道駅

乗降客数が最も低く，平均地価は平均をやや下回ってい

ることから，周辺の市街化は比較的進んでいない地域で

あることが推察される．これらより，土地利用規制が緩

く，開発の余地が大きい場所に新たに SICが整備された

ことで，周辺地域の土地需要が上がり，地価の下落が抑

制傾向にあることが示唆される．また，鉄道駅への距離

が遠いため，自動車依存度がより高いことや，利用制限

がかかっていないため，SIC が様々な用途に利用しやす

いことも要因として考えられる．そのため，今後 SIC周

辺の開発が進みやすい環境であり，周辺地域の経済活性

化という面では SIC整備の効果が表れているとの見方が

できる．しかし，土地利用規制が緩いことから，周囲の

乱開発や，市街地から離れた SICでは無秩序な市街地の

拡大を引き起こし，コンパクトシティ政策に逆行した都

市形成につながる恐れがある．周辺地域の新たな発展が

期待できる一方で，周辺の都市政策を大きく乱す可能性

が否定できない類型であると考えられる．そのため，同

様の地点における今後の整備については，誘致の検討時

から，立地自治体や周辺自治体の都市計画との整合性に

ついて注意することが重要であると考える． 

 類型Ｇは，人口，従業者数が比較的少ないうえ，共に

大きく減少している．また，地価増減比の偏差値は 50

をやや上回っているものの，平均地価は最も低い類型で

あり，周辺地域は衰退傾向にあることが示唆される．同

じく人口及び従業者数が共に減少している類型Dと比較

すると，利用制限が比較的緩く，概ね幅広い利用が可能

な SICであるにも関わらず，周辺の発展度合いは弱く，

人口及び従業者数はより減少している．また，空港や港

湾都との距離が比較的遠いことも不利に働いた恐れがあ

る．利用制限を少なくし，SIC の機能を高めれば一般的

に建設・管理コストは上昇すると考えられるが，他の類

型と比較するとその整備効果は低い可能性がある．その

ため，今後の整備では，同様の地点への整備は慎重に行

うべきであり，優先度は比較的低くなることが考えられ

る．また，整備地点の需要に応じて利用制限を設けた

SIC とし，建設・管理コストを抑制することも選択肢と

して想定される． 

類型Hは，地価の下落が最も大きい類型である．人口，

従業者数，用途地域設定面積率，地価は平均的で，人口

はやや増加，従業者数は減少傾向にある．また，港湾と

表 4 各変数の累計別平均偏差値 

説明変数 類型 A B C D E F G H

周辺人口(2015年) 66.439 59.954 62.779 47.283 41.991 44.487 44.370 53.452

増減数(2000年→2015年) 69.953 57.955 63.771 46.443 46.399 48.698 43.282 50.937

増減比(2000年→2015年) 61.497 55.987 58.567 48.526 53.984 54.699 40.393 51.838

従業者数(2016年) 65.940 56.876 70.340 46.290 43.453 43.695 44.218 53.285

増減数(2001年→2016年) 67.038 42.510 71.494 48.811 58.522 47.187 45.193 47.018

増減比(2001年→2016年) 56.012 47.628 56.936 49.152 77.300 46.438 44.952 48.015

平均地価(2015年) 48.297 63.646 75.024 50.280 45.939 48.254 43.667 49.186

増減額(2000年→2015年) 51.983 35.625 31.826 47.674 53.926 57.714 57.285 45.753

増減比(2000年→2015年) 54.108 50.561 54.201 46.082 50.462 62.776 51.466 40.763

用途地域全体 71.678 70.150 53.630 45.491 47.607 43.140 46.172 49.780

住居系 70.751 70.193 54.321 45.943 47.226 43.601 46.312 49.132

商業系 58.187 79.485 55.868 44.429 47.044 44.087 46.561 50.301

工業系 68.289 54.609 47.921 46.741 50.710 44.898 47.668 52.242

55.176 51.648 83.757 46.832 46.565 45.774 46.622 48.318

空港 41.532 47.708 45.078 43.859 45.186 52.146 58.231 49.074

港湾 41.499 39.492 49.197 46.210 41.050 48.766 53.793 57.470

鉄道駅 44.869 58.210 46.504 48.995 47.246 62.530 45.134 50.563

44.936 53.207 53.207 63.545 44.936 44.936 46.845 47.418

58.433 58.433 51.054 65.811 43.675 43.675 45.378 43.675

54.645 43.265 28.092 43.265 54.645 54.645 54.645 52.369

3 3 3 8 3 6 13 10

最寄り施設との距離

利用可能時間制限ダミー

利用可能車種制限ダミー

利用可能方向数

SIC数

人口

従業者数

平均地価

用途地域設定面積率

到達圏内鉄道駅乗降客数
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の距離は最も遠く，産業利用は進みにくい可能性がある．

その他，地価が大きく下落している点以外は平均的で，

特に目立った特徴が無い類型であるといえる．現時点で

は周辺地域が急速に衰退している状況ではないものの，

地価が大きく下落していることから土地利用の需要が小

さく，今後は地域の衰退が進行する恐れがある．そのた

め，SIC 周辺の土地利用政策や産業政策と合わせて，周

辺地域の振興に注力することが重要であると考えられる．

また，同様の地域における今後の SIC整備計画にあたっ

ては，特徴が無く当初の想定に反して徐々に周辺地域が

衰退していく SICとならないよう，周辺地域の振興を意

識し，整備効果の増大を図ることが特に重要となる． 

 

 

5. まとめ 
 

(1) 本研究の成果 

本研究では，2010 年までに供用開始された全国の SIC

を対象として，SIC10 分到達圏内における整備効果や影

響，地域の特徴を，定量的な指標を用いて把握した．ま

た，人口，従業者数，地価について，SIC 整備前後にお

ける 15 年間の経年変化を明らかにした．そして，主成

分分析により SIC周辺地域の特徴を表す指標を抽出し，

その結果を用いたクラスター分析により，SIC の特徴や

整備の効果・影響別に SICの類型化を行った．そのうえ

で，類型別に SIC周辺地域における現状を明らかにする

ことで，既存 SIC の周辺地域における課題や，今後の

SIC 整備事業における方策を考察した．以下に，本研究

で得られた成果を示す． 

1) これまで項目別に論じられていたSIC整備の効果や

影響，周辺地域の特徴を，横断的かつ定量的な指

標により，また SIC へのアクセス性を考慮した

SIC10分到達圏単位で明らかにした． 

2) そのうえで，SIC ごと個別に示されるにとどまって

いた整備の効果や影響について，SIC 間での比較を

可能にしたうえ，8 類型に分け現状の把握や今後の

方策を示した． 

3) 具体的には，類型 A.周辺高次発展型や類型 C.周辺

発展型では，SIC 周辺地域の市街化が進んでいる地

域であるうえ，整備前後の比較でも発展が進んで

おり，SIC 整備が周辺に与える効果が大きい類型で

あることが示唆された． 

4) 加えて類型 C においては，利用可能方向数が低い

ことから比較的コンパクトなSICとして整備されて

いることが推察される．そのため，需要にこたえ

つつも建設・管理コストを抑えた，費用対効果の

高い SICである可能性が考えられる． 

5) 類型B.用途地域設定鉄道近接型やF.地価下落抑制型

は，人口は増加しているものの従業者数は減少し

ており，産業が衰退傾向にあることが示唆された．

なお，類型 B は用途地域設定面積率が商業系では

最も，工業系では2番目に高い類型であるため，現

行の都市計画と開発圧力の実態に差異が生じてい

る可能性が考えられる． 

6) また類型 F では，市街化が比較的進んでいないと

推察されるうえ，用途地域設定面積率が最も低く，

地価増減比は最も高い．これより，土地利用規制

が緩いうえに開発の余地が大きく，地価の下落が

比較的抑制されていると推察される．なお，周辺

の無秩序な開発にはとりわけ留意が必要である． 

7) 類型 D.利用制限型や類型 G.人口・従業者数減少型

は，SIC 周辺地域が衰退傾向にあることが示唆され

た．しかし類型 D は，利用制限が最も強いことか

らSICの建設・管理コストが比較的抑えられている

と考えられ，低廉化されたSICであるために追加IC

の整備が可能になった例と捉えることができる．

そのため，低コストというSICの利点を示すととも

に，発展度合いが比較的低く道路網が弱い地域に

おける，SIC 導入可能性の検討に参考となる類型で

あると考えられる． 

8) 一方類型 G は利用制限が少ない SIC 類型であるに

もかかわらず，周辺の衰退傾向が強いことから，

整備効果が比較的低い可能性が示唆された． 

9) 類型 E.従業者数大幅増加型では，周辺の市街化が

比較的進んでいないにもかかわらず，人口及び従

業者数は増加傾向にある．特に，従業者数増減比

は最も高い類型であり，産業創出型のSICとして，

今後のSIC整備の参考になり得る類型と考えられる． 

10) 類型 H.平均地価大幅下落型は地価の下落が大きい

ことが目立つが，その他に目立った特徴が無い類

型である．特徴が無く当初の想定に反して徐々に

周辺地域が衰退していくSICとならないよう，周辺

地域の振興を意識し，整備効果の増大を図ること

が特に重要と考えられる． 

 このように，SIC は周辺地域や SIC 自体の特徴が大き

く異なり，整備の効果や影響も多様である．そのため，

今後新たに SICを整備する際には，対象地点の現状を適

切に把握し，既存 SICの事例を参考にしたうえで，費用

対効果に優れた整備箇所や構造の選定，また周辺の都市

整備を進めていくことが重要である． 

本研究では SIC整備が都市に与える影響が十分に明ら

かになっていない現状を鑑み，まずは SIC周辺に絞って

分析を実施した．しかしながら，類似 SICの周辺地域に

おける発展度合いが良好な場合でも，都市全体を考慮し

た場合には優れた SICとは限らない点に留意が必要であ

る．これまでに示したとおり，周辺地域の市街化が進行
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し大きく発展している類型や SIC整備による開発圧力の

高まりを示唆する類型が存在する．周辺地域が発展する

ことは，SIC 整備の目的を一つ達成していると考えられ

るが，SIC が整備される地点は郊外である場合が多い．

そのため，SIC の整備が中心市街地の空洞化や無秩序な

市街地の拡大を招き，周辺の都市政策に悪影響を及ぼす

可能性がある．また，SIC 整備後の開発状況に合わせる

形で都市計画の変更を行うことは，健全な都市計画とは

言いがたい．よって，SIC 整備の検討段階から対象地域

の都市計画と一体となって SIC事業を実施することが極

めて大切となる． 

  

(2) SIC制度に関する提言 

 分析の結果より，SIC は周辺地域や SIC 自体の特徴が

大きく異なり，整備の効果や影響も多様であることが明

らかになった．また，周辺の都市計画と一体となった

SIC 整備の重要性も示唆された．これらを踏まえ，今後

の効果的な SICの整備と健全な都市計画の推進を図るた

め，以下の提言を行う． 

a) SIC整備事業実施における手順書の策定に関する提   

  言 

 SIC の整備は，高速自動車国道法やスマートインター

チェンジ整備事業制度実施要綱 24)の定める手続きに従い

進められる．しかしこれらは，事業の大枠を示している

にすぎず，具体的な判断基準は限られるうえ，事業実施

に関する詳細な留意点や参考となる考え方，手順を明示

したものではない．また，SIC 整備の効果や影響は多様

であることに加え，SIC の役割やあり方は拡大しつつあ

る 12)25)．そこで，より公平で円滑な事業の実施を図るた

め，都市計画運用指針 26)や立地適正化計画作成の手引き
27)のように，事業の実施にあたって関係機関の参考とな

るべき手順書を策定することを提案する．これにより，

各地で行われる SIC整備について，一定の客観性や適切

な計画のもとでの事業実施に繋がるものと考える． 

b) スマートインターチェンジ整備事業制度実施要綱の

一部改正に関する提言 

 SIC の整備にあたっては，設置予定 SIC 毎に関係機関

等で構成される地区協議会にて，整備内容や社会便益，

管理運営に関わる事項などが検討，調整される．しかし

現在の検討項目は交通に着目したものが多く，都市側の

視点に着目した項目は限られている．また，無秩序な開

発を防ぎ，健全な都市形成を図るためにも，周辺の都市

計画と一体となった事業の実施が重要となる．そこで，

地区協議会における検討項目に，「SIC 設置箇所及び周

辺地域における都市計画との整合性」といった項目の新

設を提案する．この項目を新設することで，検討段階か

ら周辺の都市計画への影響を考慮した計画の策定に繋が

るものと考える． 

(3) 今後の課題 

 今後，より正確に SICの整備効果や影響を把握してい

く際には，SIC の利用交通やその利用交通を受け入れる

周辺の一般道路の整備状況など，交通の視点も併せた分

析が必要である．また，周辺地域における各種施設の増

減や，中心市街地との関係性についても考慮に入れ，都

市全体から見た SICの評価を行っていくことが今後の課

題であると考える． 

 また本研究では，SIC 周辺地域における整備効果や影

響，周辺地域の特徴について把握と分析を行ってきた．

しかしながら，SIC 整備との因果関係までは示せていな

い点についても課題が残る．さらに，織田澤らが指摘す

るように，『高速道路整備が地域の生産性を向上させる

という因果関係を想定する場合でも，効率性（公平性）

の観点からそもそも生産性の高い（低い）地域に道路整

備が優先的に実施されるという「逆の因果性(reverse cau-

sality)」が存在する』23)ことが否定できない．そのため，

SIC 整備が周辺地域にもたらす効果や影響について，因

果関係を含めて把握し，その評価を行う手法の開発も課

題の一つである． 
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